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1. はじめに

構造物の耐震性能評価を行なうためには，地震時に

震源域で発生する地盤の変位やひずみを正確に把握す

ることが重要となる．これまで地盤の変位やひずみを

把握するために強震記録の時間積分が使用されてきた

が，この手法では積分値が発散して正しい地盤変位が

求まらない例も少なくない．一方，近年，GPS観測技
術が急速に発達している．日本でも国土地理院による

GPS連続観測システム網が整備され，全国約 1200ヶ所
に設置された電子基準点で GPS連続観測を行なって
いる．またGPSでは永久変位も計測可能であり，強震
計に比べて長周期成分を確実に捉えられる GPSを変
位地震計として利用する動きが活発化している [1]．東
京工業大学すずかけ台キャンパスの 20階だての高層免
震棟 (J2棟)の屋上にも 20 Hzの高速サンプリングが
可能な GPS受信機を設置し，建物内に既に設置済み
の加速度計 [2]の時間積分による変位との比較を行う
ことができる環境が整いつつある．

一般にGPSによる測位には，相対測位と単独測位の
二種類が用いられる．相対測位は単独測位と比べ，精

度がよいといわれているが，得られる受信機位置は基

準局との相対位置である．地震時には地盤震動が広範

囲におよぶため，基準局も同時に動いていることが想

定され，相対測位が必ずしも適切な解析法であるとは

いえない．また，単独測位による高精度な測位手法も

提案されているが [3]，解析の負荷がきわめて大きく，
高速サンプリングのデータを用いた解析には大きな負

担がかかる場合がある．

そこで，本研究では，J2棟におけるGPSによる変位
計測をはじめるにあたって，その解析アルゴリズムや

解析精度について，検討を行うことが目的である．す

なわち，GPSを利用した単独測位を用いて簡便に動的
な変位を求める手法を新たに開発しようとするもので

ある．

2. 単独測位による変位計測のためのアルゴリズム

IGS (衛星軌道・衛星時計誤差を含む衛星最終歴)[4]，
スタティックな受信機位置を既知として使用し，観測

された位相データ (L1，L2の搬送波)を用いて，キネ

マティックな受信機位置を決定する．解析の手順を図

1に示す．
まず，電離層の影響を取り除くために L1，L2搬送
波の位相の線形結合により衛星 kと受信機の間の位相

疑似距離RRkを求める．次に，対象とする時刻 t = ti

における iのデータを衛星が送信した時刻を tiと仮定

して，t = ti における衛星 k の位置ベクトル XS
k (ti)

を IGSデータをラグランジェ補間して求める．この時，
既知のスタティックな受信機の位置ベクトル Xk との

幾何学距離 ρ
(0)
k = |XS

k (ti)−Xk|は大きな誤差を含む．
これは衛星 k からの電波が受信機に到達するまでに，

およそ ρ
(0)
k /C 秒 (ここでは C は光速)の時間を要する

ためであり，エポック iの信号を衛星 kが送信した時

刻はおよそ t = ti − ρ
(0)
k /C であると推定される．そこ

で，改めて t = ti − ρ
(0)
k /C における衛星位置を求め

てスタティックな受信機との幾何学距離 ρ
(1)
k を求める．

ρ
(j)
k は十分大きい j に対して収束することが経験的に

確かめられたため，j に関する繰り返し計算によって

ρk を収束させ，エポック iの信号が送信されたときの

衛星 kの位置ベクトルXS
k (t)を決定する．衛星位置を

決定するための手順を図 2に示す．
受信機時計の誤差を同定するにあたって，それぞれ

の衛星からの距離の和が，受信機とそれぞれの衛星の

間の距離の和と等しい等距離面Cを考える (図 3参照)．
このとき，受信機が地震により移動する面 C ′と C が，

スタティックな受信機位置で接しているものと仮定す

る．このとき，地震により受信機が移動してもその結

果は十分に微少であると見なせるので，受信機は C上

にあると考えることができる．その結果，受信機位置

はほぼ等距離面上に乗っていると考えることができる．

そして，この仮定のもとでは，衛星とキネマティックな

受信機との間の疑似位相距離の和 (
∑

k RRk)と衛星と
スタティックな受信機との間の幾何学距離の和 (

∑
k ρk)

は等しくならない．
∑

k ρk は前のステップから求めら

れているので
∑

ρk −
∑

RRkが受信機時計の誤差によ

る衛星キネマティックな受信機の間の距離の誤差の和

となる．受信機時計の誤差を補正することにより，エ

ポック iのデータを送信したときの衛星位置XS
k (t)に

誤差が生じるため，図 1に示すようにエポック iのデー
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図 1: 変位計測の手順
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図 3: 受信機時計補正の概念図

タ送信時の衛星位置を再決定する．なお，衛星位置お

よび受信機時計の誤差の補正は，両者を 2回程度繰り
返すことでいずれも十分に収束することを確認してお

り，以下の解析でも 2回の繰り返しを採用する．
エポック iのデータ送信時の衛星位置および受信機

時計の誤差を補正したのちもキネマティックな疑似位

相距離は大きな系統誤差ゆらぎを持っている．この系

統誤差の多くは対流圏屈折に因るものと考えられるが，

対流圏屈折が記録に与える影響は時々刻々と変化する

大気の状態や電波の伝播方向に大きく依存するため，

その補正は容易ではない．そこで本研究では対流圏屈

折による誤差はある一定のアンビギュイティのもとで

はエポックに対して線形関数で表現可能で，かつその

線形関数からのゆらぎはホワイトノイズであると仮定

することとした．この仮定には物理的根拠はないが次

節で述べるとおり実用上ほぼ妥当なものであることが

確かめられた．

対流圏屈折に起因すると考えられる線形な補正関数

は，ある一定のアンビギュイティのもとで適応カルマ

ンフィルタを用いて同定する．これにより，ランダム

なゆらぎも除去され，種々の系統誤差が補正されたキ

ネマティックな位相疑似距離 R̂Rkが得られる．得られ

たキネマティックな位相疑似距離は既知のスタティック

な受信機位置 XR から求められるスタティックな幾何

学距離に近い値をとる．また，キネマティックな受信

機位置 XR(ti)は XR の近傍に存在するはずであるた

め，観測されたすべての衛星とキネマティックな受信

機との位相疑似距離を満足する XR(ti)を XR の近傍

でグリッドサーチにより決定する．すなわち，∑
k

∣∣∣|Xk
R(ti) − XS

k (ti − ∆t)| − R̂Rk(ti)
∣∣∣ → min (1)

を満足するXk
R(ti)を決定する．

3. 提案アルゴリズムの妥当性の検討

前節で示したアルゴリズムには受信機時計誤差の補

正法，対流圏屈折による誤差の補正法および位相疑似

距離のゆらぎの除去という 3 つのプロセスが含まれ，
これらが任意の GPSデータに対して適用可能である
かどうか検討する．そこで，異なる位置および異なる

日時に記録された地震が発生していない静的な状態の

1 時間分 (30 秒間隔) のデータを用いる．電子基準点
[5, 6]の泉 (熊本県)および涌谷 (宮城県)の記録を用い
て受信機時計の誤差分に相当するキネマティックな位

相疑似距離 RRk とスタティックな幾何学距離 ρk(衛星
kとスタティックな受信機位置XRの間の距離)の差を
図 4に示す．これを 1時間分の受信機の時計の誤差に
換算すると表 1のようになる．表 1には受信機の出力
データ (RINEXデータ)に記録されている大まかな時
計の遅れを合わせて示しているが，提案手法によって

得られた受信機時計の誤差の補正はおおむね妥当なも

のと考えられる．

次に受信機時計の誤差を補正したキネマティックな

位相疑似距離 RRk とスタティックな幾何学距離 ρk の

差を図 5に示す．図 5には適応カルマンフィルタ [7, 9]
を用いてフィルタリングした結果も合わせて示してい

るが，対流圏屈折による系統誤差がほぼ線形関数で近

似できることが分かる．線形関数の不連続はアンビギュ

イティの変化に伴うものである．

カルマンフィルタの適用にあたって，RRkのゆらぎ

の白色性及び正規性を検討した．白色性については，ゆ

らぎのスペクトルに周波数特性がないことを目視によ

り確認した．一方，正規性については，χ2適合度検定



表 1: 提案法による受信機時計誤差と記録に含まれる受信機時計遅れ

地点名 (観測日) 提案法 (秒) RINEXデータ (秒)

泉 (2008/11/11) 0.00432～0.00462 約 0.004～約 0.005

涌谷 (2008/11/11) 0.0048～0.00528 約 0.004～約 0.006

涌谷 (2008/10/10) 0.00498～0.00514 約 0.005
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図 4: 疑似距離と幾何学距離の差 (受信機時計誤差)
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図 5: 疑似距離と幾何学距離の差 (対流圏誤差)

を用いて，帰無仮説「ゆらぎは正規分布に従う」の妥当

性について統計的に検討した [10]．図 6にゆらぎのヒ
ストグラムを，表 2に検定の結果を示す．図 6の実線
は観測値から求めた標準偏差を持つような正規分布の

確率密度関数の形状を示している．図 6より目視では
ヒストグラムと理論分布は比較的よい対応を示してい

るように見えるが，統計的には観測値が正規分布には

適合していない場合があることがわかる．いことがわ

かる．以上の検討の結果，白色性および正規性につい

てある程度の妥当性を見ることはできたものの，デー

タによっては統計的に有意ではない場合があることが

明らかとなった．

5. まとめ

本報告では，最初に GPS によるキネマティックな
変位の測定法に関する基本的事項を整理したうえで，

GPSを変位地震計として利用してキネマティックな変
位を得るための比較的簡便な解析アルゴリズムの可能

性について検討を行った．また，その理論および手法

の妥当性についてスタティックな状態のGPS記録を用
いて検討を行った．

また，データの公開の許可が得られなかったため本

文中には述べなかったが，上記の検討結果に基づいて，

実際の地震時に記録された 1秒間隔の GPSデータに
対して提案法を適用し，既存の商用ソフトウェア (相
対測位によって epoc by epocで位置決定を行うことが
できるもの [8])と結果の比較を行い，提案手法の可能

性についても検討した．その結果，簡便な手法である

にも関わらず，地震による変位を捉えることは可能で

あることがわかったものの，変位の絶対値については

整合性のある結果は得られなかった．この点について

は，前提となる仮定等に不十分な点があり，今後は以

下の点について改善を行なっていく必要があることが

明らかとなった．

• 受信機時計の誤差の補正は，対流圏屈折による誤
差を含んだデータを用いて行なっているため，疑

似距離に換算したとき，その影響が無視できない

ほど大きいことが考えられる．そのため，対流圏

屈折による誤差を考慮した受信機時計の誤差の補

正法を検討する必要がある．

• 対流圏屈折の補正にあたっては線形近似の程度が
よくない時間領域も存在するため，そのようなデー

タの処理について工夫が必要である．

• 提案法では，ランダムなゆらぎの除去を目的とし
て適応カルマンフィルタを適用したが，GPSの観
測データは必ずしも，カルマンフィルタの適用に

必要な前提条件を満足していないことが明らかと

なったので，フィルタリングのアルゴリズムにつ

いて，より適切な手法の適用を検討することが必

要である．
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(a) 泉 (2008年 11月 11日)
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(b) 涌谷 (2008年 11月 11日)

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

-0.08 -0.06 -0.04 -0.02 0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1

��
� �

� � � �� 	 � �
(c) 涌谷 (2008年 10月 10日)

図 6: 位相疑似距離と幾何学距離の差のゆらぎの頻度分布

表 2: 位相疑似距離と幾何学距離の差のゆらぎのガウス性に関する χ2 適合度検定の結果

観測点 (日時) χ2観測地 自由度 5%有意水準の χ2 値 検定結果

泉 (2008/11/11) 127.38 78 χ2
78;0.05 = 99.62 棄却

涌谷 (2008/11/11) 91.89 74 χ2
74;0.05 = 95.08 採択

涌谷 (2008/10/10) 124.16 72 χ2
72;0.05 = 92.81 棄却
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